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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

22年3月期第3四半期の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失であるため記載してお
りません。 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 51,050 7.7 1,208 ― 1,542 751.5 695 ―
22年3月期第3四半期 47,381 0.4 △64 ― 181 △73.5 △86 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 11.76 11.58
22年3月期第3四半期 △1.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 57,504 31,920 51.7 502.51
22年3月期 63,121 31,861 47.1 502.03

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  29,715百万円 22年3月期  29,719百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  有   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
23年3月期 ― 5.00 ―
23年3月期 

（予想）
5.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 67,500 △4.0 1,200 24.8 1,400 16.3 700 22.8 11.84



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）３ページの「１．当四半期の業績に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 65,962,988株 22年3月期  65,962,988株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  6,830,111株 22年3月期  6,764,513株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 59,162,777株 22年3月期3Q  59,685,496株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）におけるわが国経済は、一部に持ち

直しの動きが見られたものの、公共投資や雇用環境などは依然として厳しい状況が続き、円高や政府の景気刺激策

縮小による個人消費への影響等、先行き不透明な状況で推移しました。 

 当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野では、ＮＧＮサービスのエリア拡大に伴う光関連設備や、ス

マートフォン普及に伴うモバイル設備への投資が堅調に推移しており、当社グループにとって明るい材料となって

いますが、受注競争・価格競争は激しさを増しており、受注環境は一段と厳しくなっております。 

 そうした中で、当社グループは通信建設事業を中心に受注・売上の拡大に取り組み、その結果、当第３四半期連

結累計期間の業績につきましては、受注高は530億45百万円（前年同期比103.2%）、売上高は510億50百万円（前年

同期比107.7%）となりました。利益面につきましては、売上高の増加に加え、売上原価の改善・経費削減施策の取

り組み等により、営業利益は12億8百万円（前年同期は64百万円の営業損失）、経常利益は15億42百万円（前年同

期比851.5%）、四半期純利益は6億95百万円（前年同期は86百万円の四半期純損失）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間におけるセグメント別の概況は次のとおりであります。 

  

【セグメント別の概況】 

① 通信建設事業 

 ＮＧＮサービスのエリア拡大をはじめとする光関連工事が堅調に推移したこと、通話品質向上のための移動通信

関連工事が増加したこと、官公庁・自治体等の通信設備工事の受注などの他、前年度から繰越した工事の竣工もあ

り、受注高・売上高ともに前年同期に比べて増加しました。 

  

② 情報サービス事業 

 企業等の情報投資が抑制される中で、受注高・売上高の確保に努めた結果、いずれも前年同期に比べて増加しま

したが、受注単価の厳しさもあり、営業損失となりました。 

  

③ 住宅不動産事業 

 前年度からの繰越物件であるマンション販売に注力し、受注高・売上高の確保に努めた結果、いずれも前年同期

に比べて増加しました。 

  

④ ビジネスサポート事業 

 半導体製造装置の設置・保守事業、人材派遣事業、リース事業等で受注高・売上高の確保に努めた結果、計画通

り推移しました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて、現金及び預金が16億10百万円増加しましたが、売上債権の回収が進ん

だことにより、受取手形・完成工事未収入金等が63億57百万円減少した結果、46億7百万円減少の304億70百万円と

なりました。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、有形固定資産が減価償却等により6億10百万円、株価下落等により投

資有価証券が5億59百万円減少した結果、10億9百万円減少の270億34百万円となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて、支払手形・工事未払金等が39億75百万円、短期借入金が12億54百万円

減少した結果、53億82百万円減少の133億35百万円となりました。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、長期借入金が1億29百万円、役員退職慰労引当金が94百万円減少した

結果、2億93百万円減少の122億48百万円となりました。 

  

（純資産） 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、配当金5億92百万円の支払、その他有価証券評価差額金89百万円の

減少がありましたが、利益剰余金が1億3百万円増加した結果、58百万円増加の319億20百万円、自己資本比率は

51.7%となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第３四半期累計期間の営業利益及び経常利益は平成22年11月12日に公表いたしました通期の業績予想を上回っ

ておりますが、最近の動向から第４四半期での業績が流動的であることもあり、現時点において連結業績予想につ

いては変更ありません。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、直前の基準日である第２四半期連

結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

③ 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 

④ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これによる営業利益、経常利益及びセグメント情報に与える影響は軽微であり、税金等調整前四半期純利益は21

百万円減少しております。 

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,965 4,355

受取手形・完成工事未収入金等 17,779 24,137

リース債権及びリース投資資産 2,516 2,253

有価証券 174 40

未成工事支出金 147 228

仕掛品 39 16

仕掛販売用不動産 810 318

販売用不動産 1,389 1,879

商品 50 93

材料貯蔵品 810 788

繰延税金資産 366 650

その他 480 412

貸倒引当金 △59 △96

流動資産合計 30,470 35,077

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,593 4,804

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,160 2,483

土地 8,553 8,628

貸与資産（純額） 178 191

建設仮勘定 10 －

有形固定資産合計 ※2  15,496 ※2  16,107

無形固定資産 798 753

投資その他の資産   

投資有価証券 7,667 8,227

長期貸付金 95 141

繰延税金資産 1,780 1,569

その他 1,368 1,394

貸倒引当金 △173 △149

投資その他の資産合計 10,739 11,182

固定資産合計 27,034 28,043

資産合計 57,504 63,121



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,415 9,391

短期借入金 4,559 5,813

未払法人税等 457 305

未成工事受入金 240 204

賞与引当金 638 1,371

役員賞与引当金 － 30

工事損失引当金 141 14

その他 1,881 1,585

流動負債合計 13,335 18,718

固定負債   

長期借入金 6,636 6,766

退職給付引当金 4,281 4,299

役員退職慰労引当金 302 396

その他 1,027 1,079

固定負債合計 12,248 12,541

負債合計 25,583 31,259

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 21,124 21,021

自己株式 △2,226 △2,208

株主資本合計 28,999 28,914

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 715 805

評価・換算差額等合計 715 805

新株予約権 248 186

少数株主持分 1,957 1,956

純資産合計 31,920 31,861

負債純資産合計 57,504 63,121



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高   

完成工事高 39,162 42,587

兼業事業売上高 8,219 8,463

売上高合計 47,381 51,050

売上原価   

完成工事原価 35,583 38,136

兼業事業売上原価 7,099 7,307

売上原価合計 42,682 45,444

売上総利益   

完成工事総利益 3,579 4,450

兼業事業総利益 1,119 1,155

売上総利益合計 4,699 5,606

販売費及び一般管理費 ※1  4,763 ※1  4,398

営業利益又は営業損失（△） △64 1,208

営業外収益   

受取利息 33 19

受取配当金 151 153

受取賃貸料 85 88

持分法による投資利益 － 39

その他 153 231

営業外収益合計 424 531

営業外費用   

支払利息 110 95

支払手数料 2 8

賃貸費用 － 60

その他 66 31

営業外費用合計 179 196

経常利益 181 1,542



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

特別利益   

前期損益修正益 2 5

固定資産売却益 1 97

投資有価証券売却益 － 4

貸倒引当金戻入額 8 33

事業譲渡益 － 80

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 ※2  112 －

その他 3 6

特別利益合計 128 226

特別損失   

前期損益修正損 13 8

固定資産処分損 11 29

投資有価証券評価損 91 158

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18

減損損失 － ※3  91

その他 13 10

特別損失合計 130 316

税金等調整前四半期純利益 179 1,453

法人税、住民税及び事業税 166 602

法人税等調整額 180 137

法人税等合計 347 739

少数株主損益調整前四半期純利益 － 713

少数株主利益又は少数株主損失（△） △81 17

四半期純利益又は四半期純損失（△） △86 695



該当事項はありません。  

  

【事業の種類別セグメント情報】 

 前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日）    

（注）１ 事業区分の方法  

     事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案しております。 

   ２ 各事業区分に属する主要な内容  

    (1) 通信建設事業・・・・・・・電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業 

    （2）情報サービス事業・・・・・情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業  

    （3) 住宅不動産事業・・・・・・マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業 

     (4）リース他事業・・・・・・・リース・レンタルに関する事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス及び通信機 

                   器・ＯＡ機器の製造・販売・修理他 

   ３ 「工事契約に関する会計基準」  

     「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計 

     期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しております。これに伴い、従来の方法に比べ、通信建設事業では 

     売上高が3,796百万円増加し、営業損失は144百万円減少しております。情報サービス事業では売上高が46百万円増加し、 

     営業損失は8百万円減少しております。また、リース他事業では売上高が18百万円減少し、営業利益は12万円増加して 

     おります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

 前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載しておりません。 

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

  

  

  

通信建設 

事業 

（百万円） 

情報 

サービス

事業 

（百万円）

住宅不動産

事業 

（百万円）

リース他 

事業 

（百万円）

計 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高  

(1)外部顧客に対する売上

高 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 

 

 

 

 

39,162

24  

2,869

0

 847

0

 4,501

1,130

 

 

 

47,381

1,155

 

 

(1,155) 

－  

 

47,381

－

計  39,187  2,869  848  5,632  48,537 (1,155)  47,381

営業利益又は営業損失(△)  △234  △1  △48  187  △97  33  △64



【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて主に国内での包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「通信建設事

業」、「情報サービス事業」、「住宅不動産事業」及び「ビジネスサポート事業」の４つを報告セグメントとして

おります。 

 「通信建設事業」は、電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業を行

っております。 

 「情報サービス事業」は、情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業

を行っております。 

 「住宅不動産事業」は、マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業を行

っております。 

 「ビジネスサポート事業」は、半導体製造装置等の設置・保守サービス、通信機器・ＯＡ機器の製造・販売・修

理、並びにリース・レンタルを通して車両・事務機器等の調達の支援他、ビジネスのサポートに関する事業を行っ

ております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日） 

（単位：百万円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額35百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

  ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）  

「通信建設事業」セグメントにおいて、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産につ

いて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として72百万円計上しております。 

 また、「住宅不動産事業」セグメントにおいて、使用目的の変更により処分する当該資産について帳簿価額全額

を減額し、減損損失として18百万円計上しております。 

   

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。  

  

該当事項はありません。 

  

  報告セグメント 

合計 
調整額 

(注)1  

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)2 

    
通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート

事業 

売上高               

(1)外部顧客への売上高  42,587  2,950  1,234  4,277  51,050 －  51,050

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 15  0  9  1,190  1,215  △1,215 － 

計  42,602  2,950  1,244  5,468  52,266  △1,215  51,050

セグメント利益又は損失(△)  929  △57  10  289  1,172  35  1,208

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



受注高、売上高及び受注残高の状況  

  

① 受注高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

② 売上高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

③ 受注残高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

  

４．補足情報

  前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成21年12月31日 至平成22年12月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  42,851  83.4  44,131  83.2  1,279  103.0

情報サービス事業  2,997  5.8  3,272  6.2  274  109.2

住宅不動産事業  898  1.8  1,066  2.0  167  118.7

ビジネスサポート事業  4,640  9.0  4,574  8.6  △65  98.6

計  51,388  100.0  53,045  100.0  1,656  103.2

  前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成21年12月31日 至平成22年12月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  39,162  82.6  42,587  83.4  3,424  108.7

情報サービス事業  2,869  6.1  2,950  5.8  81  102.8

住宅不動産事業  847  1.8  1,234  2.4  387  145.7

ビジネスサポート事業  4,501  9.5  4,277  8.4  △224  95.0

計  47,381  100.0  51,050  100.0  3,668  107.7

  前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成21年12月31日 至平成22年12月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  14,028  85.4  9,449  77.2  △4,578  67.4

情報サービス事業  228  1.4  438  3.6  209  191.6

住宅不動産事業  91  0.6  79  0.7  △11  87.3

ビジネスサポート事業  2,071  12.6  2,279  18.6  208  110.1

計  16,419  100.0  12,247  100.0  △4,172  74.6
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